
 目的積立金

 （任期付職員の採用）

  

  

  

＜参考＞
 注１：独法化に伴い生じた新たな業務（給与支給、採用事務、入札契約事務、中期計画の進捗管理や企画運営、広報等の業務）
 注２：老朽化した海洋調査船の新規更新にあたり、ダウンサイジングにより船員法定定数を減員。（平成２４年度 職員定数１４１ ⇒ 平成２５年度 職員定数１３９（△２減員））

人件費決算

 

人件費予算

職員定数（１４１）
に係る給与等予算

研究所の業務運営
に必要な人件費

職員定数×
人件費単価

職員定数（１４１）
に係る給与等予算

職員定数（１３９）
に係る給与等予算

            ※注２

 【経営努力】により
  職員人件費から
捻出した資金

 【経営努力】により
  職員人件費から
捻出した資金

 目的積立金（その他）

（平成２４年度）

第１期中期計画（平成２４～２７年度） ※４年間

参考資料２職員人件費（運営費交付金）と任期付職員人件費（目的積立金の活用）について

（平成２５年度～）
人件費決算

実人員数 １５４人

＜内訳＞

職員 １１４人

再雇用職員 ２０人

契約職員 ２０人

実人員数 １４５人

＜内訳＞

職員 １１５人

再雇用職員 １１人

契約職員 １９人

【経営努力】について

業務量増（※注１）に対応するため、独法の特性を活かして、職員の雇用形態の多様化（契約職員の活用）を図り、職員一人当たりの人件費単価（平均給与単価）を抑制。

剰余金
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★独法化に伴う効果

目的積立金を研究力・技術力などの向上施策に充てた。

→・高度な知識を有する任期付研究員の採用
・研究体制強化のための機器等の購入
・競争的資金獲得に向けた研究経費 など


